





から 2007年における GDP (国内総生産) の年度
平均成長率は 9.8％ (中国国家統計局) で, その
発展スピードは驚異的でさえある(1)｡
また, IMFサーベイ (2008年 1月) では, 世
界の GDPに占める中国のシェアは 15.8％ (購買






























中国はこの 20年で, 平均 10％に近い経済成長を遂げている｡ 特異な政治・経済体制のもとで, 急激な成長の














｢組織は戦略に従う｣ ものか, あるいは ｢戦略
は組織に従う｣ ものであろうか｡ 経営戦略論創始



























能・職責をもつ) 職, 係長職, リーダー職, 一般
職という職制で執行されている｡
また, 日本の企業内組合に相当する ｢工会｣ が
組織され, 工会の上部組織には市レベルの総工会

















































調査票の社員プロフィル (属性) 欄には, ｢性別｣





た ｢職層｣ を中心に調査結果を集計・分析し, 検













は, Q 48 ｢入社してよかったか｣, Q 49 ｢定年ま
での勤続意思｣, Q 50 ｢リストラ不安｣, Q 51 ｢会
社の将来性｣, Q 54 ｢条件退社 (他によいチャン
スがあれば) の意向｣ などで構成した｡
Q 48 ｢この会社に入社して良かったか｣ という
質問に対しては, ｢全社員｣ の 65％が ｢非常によ
かった｣ もしくは ｢ある程度よかった｣ と回答し
た｡ ｢科長・部長｣ に限れば, 95％がポジティブ
(会社にとって好ましいと思われる回答, この場
合は ｢非常によかった｣ もしくは ｢ある程度よかっ
た｣ とする回答) であった｡
Q 49 ｢定年までこの会社で働きたい｣ 思ってい
る社員は, 各セグメントとも 50％未満である｡
科長・部長職で, ｢ある程度そう思う｣ が 48％あ
る｡
また, 各セグメントとも, 7割 (係長職の 9割)
を超える社員が Q 54 ｢他に良いチャンスがあれ
ば｣ この会社を ｢辞めるかもしれない｣ ｢辞める｣
と考えている｡
A社で Q 58 ｢会社でもっとも関心がある｣ (2
つ選択回答) のは, ｢一般｣ ｢リーダー (主任)｣
層の 6割が ｢給料｣, ｢科長・部長｣ の過半数は
｢会社の将来性｣ である (ちなみに, 日本人出向
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A 社の HRM の基本的な枠組みも, 職能等級
階層と役職階層の併用型になっている｡ すなわち,
社員の個々は, いずれかの資格等級に格付けられ
る｡ 一般ワーカーは 1級から 3級, サブリーダー






決定に求める基準が重要となる｡ 能力 (職能) 主












明らかになった｡ (Q 29のグラフの回答 4, 3の合




一方で, Q 27 ｢この会社では誰でも能力や成績
に応じた昇進・昇格ができると思いますか｣ では,




制 (小集団活動の組織化) や ISO 9001認証など
の反映もあり, Plan-Do-Seeサイクルや 5 S (整
理・整頓・清掃・清潔・躾) などの現場教育が浸
透していると観察される｡
『仕事に対する意識』 では, Q 1 ｢会社の目標・
方針｣, Q 2 ｢部門の目標・方針｣ の認知, Q 3
｢上司の指示・命令｣, Q 6 ｢仕事の改善余地｣, Q
7 ｢前後工程と仕事の連携｣, Q 11 ｢仕事のやりが
い｣ などの質問を配置した｡
｢会社の目標・方針を知っている｣ かの質問に
は, ｢一般｣ 層を除くと, ｢十分｣ ｢ある程度｣ 知っ
ているというポジティブ回答が上位職層ほど上昇
し, ｢科長・部長｣ では 100％になる｡
｢部門の目標・方針｣ では, ポジティブが係長
以上の階層で 100％, 一般層でも 8割を超え, リー
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する回答は, ｢リーダー｣ 層以上では, 80％から
95％がポジティブ回答を選択し, ｢科・部長｣ の
3人に 1人は ｢非常に｣ やりがいを感じている｡
｢一般｣ は, ポジティブ回答が 50％を超える一










『職能の評価』 に関する質問については, Q 22
｢評価の妥当性｣, Q 23 ｢評価要素の理解｣, Q 24
｢評価基準｣, Q 25 ｢評価における話し合い｣ など
を配置した｡
｢能力や成績に対する会社の評価は妥当である




明示されているか｣ については, ｢リーダー｣ 層
でポジティブ回答は 6割を越え, 係長層 82％,
科長部長 71％となる｡ 一般層では, ｢余り｣ ｢全
く｣ 明示されていないとするネガティブ回答が 6
割程度になり, ｢全く明示されていない｣ も 2割
を超える｡
｢評価に対する上司との話し合いはもたれてい
るか｣ については, ｢余り｣ ｢全く｣ もたれていな
いとするネガティブ回答が, 一般層で 8割 (うち,
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用基準 (Q 29) や運用に対する評価 (Q 27) につ
いては, すでに検討を終えている｡ したがって,
ここでは, Q 19 ｢賃金に対する満足｣ Q 20 ｢生活




ていない｣ のネガティブ回答が ｢リーダー｣ およ
び一般層で 80％を超える｡ ｢ある程度満足してい
る｣ ポジティブ回答は, ｢係長｣ の 33％, ｢科・
部長｣ の 43％である｡
｢現在の給料及び賞与でゆとりある生活ができ
ているか｣ については, 係長以下で ｢余りできて
いない｣ ｢全くできていない｣ とする回答が 85％
から 96％を占め, ｢科・部長｣ でも 62％を占め
ている｡
｢給料および賞与はあなたの能力や成績に見合っ
ているか｣ については, ｢リーダー｣ 層以下でネ













社員の自己啓発への取り組みを, Off JTや OJT
などを適時に織り交ぜ, 支援するものであると考
えている(12)｡
『職能の開発』 に関連する質問としては, Q 13
｢発展空間があるか｣, Q 14 ｢ポジション・アップ
を望むか｣, Q 17 ｢資格取得を考えているか｣, Q
18 ｢資格取得に対する会社の援助｣, Q 44 ｢教育
は整備されているか｣, Q 45 ｢必要な教育の受講
機会｣ などを用意した｡
｢現在のポジションで自分に発展空間があるか｣






いか｣ では, ｢一般｣ 層の 33％, ｢科・部長｣ 層
の 4割強が ｢非常につきたい｣ と思っている｡
｢リーダー｣ 層も同様の傾向であるが, ネガティ
ブ回答も 3割になる｡ そして, ポジティブ回答の
多くは, ｢今のあなたにその能力｣ が ｢ある程度｣
および ｢十分に｣ あると考えているが, ｢科・部
長｣ の四人に一人は ｢余りない｣ と回答している｡
｢現在, 仕事に必要な資格を何か取得しようと
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考えているか｣ に対するポジティブ回答は, 80％




｢係長｣ ｢科・部長｣ 層の 8割がネガティブであり,















これに関連する質問として, Q 30 ｢直属の上司
との仕事上の意見交換｣, Q 31 ｢直属の上司に対




ダー｣ の 81％, ｢係長｣ の 91％を占めるのに対
し, ネガティブ回答は ｢一般｣ 層に多く 47％を
占めている｡
｢直属の上司を信頼しているか｣ のポジティブ
回答は, ｢リーダー｣ 層以上で 8割を超え, 4人
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見方は, いかなるものであろうか｡ Q 55 ｢今の工
会と会社の相互のあり方は良いと思いますか｣ の
質問に対し, ｢リーダー｣ 層の 50％, ｢係長｣ 層
の 45％, ｢科長・部長｣ 層の 62％は ｢非常に｣
｢ある程度｣ 良いと思っている｡ 一方, ｢分からな
い｣ とする回答は, ｢科長・部長｣ 層の 24％で,









う｣ ｢ある程度思う｣ のポジティブ回答が ｢科長・
部長｣ 層で 76％, ｢係長｣ 層で最多の 84％を占
めている｡ うち, ｢科長・部長｣ 層の ｢非常に思
う｣ は, 38％である｡ ｢リーダー｣ ｢一般｣ 層は,
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13 あなたは, あなたは現在のポジションで, 自
分に発展空間があると思いますか｡






17 あなたは, 現在, 仕事に必要な資格を何か取
得しようと考えていますか｡















































































54 あなたが, 会社を辞めたいと思った理由を 1
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董 光哲 『経営資源の国際移転 日本型経営資源の
中国への移転 』 文眞堂, 2007年
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してくれた小生専門ゼミ (平成 20年 3月卒) のみな
さん, 旅行面でのサポートをいただいたエージェント・
スタッフなどである｡
また, 現地調査費は, 江戸川大学共同研究費により
まかなっている｡
ここに記して, 関係の方々にお礼申し上げる｡
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